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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社のPBS事業において、当社元社員による売上金額等の不正計上が発見されたため、当該不正の内容に

つき調査し、連結財務諸表等及び財務諸表等の記載内容について見直しを行いました。 

 

 その結果、当連結会計年度の連結損益計算書の売上高は1,091,689千円の減少、売上原価は728,436千円減

少となり、その結果、売上総利益及び経常利益は363,253千円の減少となりました。また、この不正計上に

関連する仕入先１社との取引に関連して、特別損失に貸倒引当金繰入額を130,000千円計上したこと等によ

り、税金等調整前当期純利益は493,138千円の減少となり、これらに合わせて繰延税金資産の全額取崩しを

行ったため、法人税等調整額が51,738千円増加し、当期純利益が544,876千円の減少となりました。 

 同時に、個別財務諸表におきましても、対応する同様の項目において増減が発生しております。当事業年

度の損益計算書の売上高は1,091,689千円減少、売上原価は728,436千円減少となり、その結果、売上総利益

及び経常利益は363,253千円の減少となりました。また、税引前当期純利益は493,138千円の減少となり、法

人税等調整額が51,738千円増加したことにより、当期純利益は544,876千円の減少となりました。 

   

 これらを訂正するため、証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき平成18年６月30日に提出しました有

価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

 商法計算書類につきましては、年度ごとに訂正を行わず、第17期（自 平成18年４月１日 至 平成19年

３月31日）に一括処理する予定としております。 

 

 なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けており、その監

査報告書を添付しております。 

  

２【訂正事項】 

 第一部 企業情報 

  第１ 企業の概況 

   １ 主要な経営指標等の推移 

    （１） 連結経営指標等 

    （２） 提出会社の経営指標等 

  第２ 事業の状況 

   １ 業績等の概要 

    （１） 業績 

    （２） キャッシュ・フローの状況 

   ２ 生産、受注及び販売の状況 

    （１） 生産実績 

    （２） 受注実績 

    （３） 販売実績 

   ７ 財政状態及び経営成績の分析 

    （２） 当連結会計年度の経営成績の分析 

    （３） 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

  第５ 経理の状況 



   １ 連結財務諸表等 

    （１） 連結財務諸表 

      ① 連結貸借対照表 

      ② 連結損益計算書 

      ③ 連結剰余金計算書 

      ④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

      注記事項 

      （連結貸借対照表関係） 

      （税効果会計関係） 

      （１株当たり情報） 

      （重要な後発事象） 

   ２ 財務諸表等 

    （１） 財務諸表 

      ① 貸借対照表 

      ② 損益計算書 

      売上原価明細書 

      ③ 利益処分計算書 

      注記事項 

      （貸借対照表関係） 

      （損益計算書関係） 

      （税効果会計関係） 

      （１株当たり情報） 

      （重要な後発事象） 

      ④ 附属明細表 

        引当金明細表 

    （２） 主な資産及び負債の内容 

      ③ 売掛金 

      ④ 棚卸資産 

      ⑤ 買掛金 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は を付して表示しております。 



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 （訂正前） 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末において希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。 

４ 提出会社の平成16年３月期については、平成16年３月19日付で株式１株を４株に分割しております。 

５ 提出会社の平成18年３月期については、平成17年11月18日付で株式１株を４株に分割しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,717,715 3,461,633 4,721,153 5,050,048 6,911,794

経常利益 (千円) 125,295 50,607 130,237 164,122 237,062

当期純利益 (千円) 59,415 18,305 21,915 61,848 88,492

純資産額 (千円) 1,374,741 1,393,047 1,346,903 1,505,772 1,942,875

総資産額 (千円) 2,652,080 2,795,231 3,137,843 3,556,352 5,050,704

１株当たり純資産額 (円) 331,502.70 335,916.92 83,658.57 85,774.54 25,382.46

１株当たり当期純利益 (円) 14,170.29 4,414.21 1,349.21 3,665.11 1,235.93

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 13,870.35 ― 1,305.95 3,465.30 1,144.41

自己資本比率 (％) 51.8 49.8 42.9 42.3 38.5

自己資本利益率 (％) 4.32 1.31 1.63 4.34 5.13

株価収益率 (倍) 23.50 48.25 199.38 49.38 63.92

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △120,870 13,396 △44,569 27,793 △330,868

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △184,828 △161,010 △116,022 △268,792 △238,424

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 72,446 377,092 175,772 124,770 612,920

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 945,592 1,175,069 1,190,250 1,074,021 1,117,648

従業員数 (人) 326 317 336 337 353



 （訂正後） 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末において希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。 

４ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

５ 提出会社の平成16年３月期については、平成16年３月19日付で株式１株を４株に分割しております。 

６ 提出会社の平成18年３月期については、平成17年11月18日付で株式１株を４株に分割しております。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,717,715 3,461,633 4,721,153 5,050,048 5,820,104

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 125,295 50,607 130,237 132,918 △126,190

当期純利益又は当期純
損失（△）

(千円) 59,415 18,305 21,915 30,644 △456,384

純資産額 (千円) 1,374,741 1,393,047 1,346,903 1,474,567 1,355,979

総資産額 (千円) 2,652,080 2,795,231 3,137,843 3,525,148 3,951,653

１株当たり純資産額 (円) 331,502.70 335,916.92 83,658.57 83,997.03 17,715.04

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 14,170.29 4,414.21 1,349.21 1,815.97 △6,374.08

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 13,870.35 ― 1,305.95 1,716.97 ―

自己資本比率 (％) 51.8 49.8 42.9 41.8 34.3

自己資本利益率 (％) 4.32 1.31 1.63 2.17 △32.25

株価収益率 (倍) 23.50 48.25 199.38 99.67 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △120,870 13,396 △44,569 27,793 △330,868

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △184,828 △161,010 △116,022 △268,792 △238,424

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 72,446 377,092 175,772 124,770 612,920

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 945,592 1,175,069 1,190,250 1,074,021 1,117,648

従業員数 (人) 326 317 336 337 353



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 （訂正前） 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末において希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。 

３ 第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 提出会社の平成16年３月期については、平成16年３月19日付で株式１株を４株に分割しております。 

５ 提出会社の平成18年３月期については、平成17年11月18日付で株式１株を４株に分割しております。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,629,538 3,369,419 4,630,573 4,663,744 6,538,162

経常利益 (千円) 136,692 46,359 113,835 141,453 209,621

当期純利益 (千円) 68,479 14,442 10,474 54,920 76,959

資本金 (千円) 508,375 508,375 518,831 595,868 782,644

発行済株式総数 (株) 4,310 4,310 17,479 19,053 82,328

純資産額 (千円) 1,383,804 1,398,247 1,340,662 1,492,603 1,918,173

総資産額 (千円) 2,640,274 2,797,883 3,070,331 3,444,401 4,922,034

１株当たり純資産額 (円) 333,688.20 337,170.94 83,270.94 85,024.41 25,059.75

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
― 
(―)

2,000
(―)

500
(─)

500 
(─)

125
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 16,331.81 3,482.74 644.87 3,254.53 1,074.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 15,986.12 ― 624.19 3,077.11 995.26

自己資本比率 (％) 52.4 50.0 43.7 43.3 39.0

自己資本利益率 (％) 4.95 1.03 0.78 3.88 4.51

株価収益率 (倍) 20.39 61.15 417.14 55.61 73.50

配当性向 (％) ― 57.42 77.54 15.36 11.63

従業員数 (人) 323 317 315 317 334



 （訂正後） 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期末において希薄化効果を有しないため記載し

ておりません。 

３ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

４ 第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 提出会社の平成16年３月期については、平成16年３月19日付で株式１株を４株に分割しております。 

６ 提出会社の平成18年３月期については、平成17年11月18日付で株式１株を４株に分割しております。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 3,629,538 3,369,419 4,630,573 4,663,744 5,446,472

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 136,692 46,359 113,835 110,249 △153,631

当期純利益又は当期純損
失（△）

(千円) 68,479 14,442 10,474 23,715 △467,917

資本金 (千円) 508,375 508,375 518,831 595,868 782,644

発行済株式総数 (株) 4,310 4,310 17,479 19,053 82,328

純資産額 (千円) 1,383,804 1,398,247 1,340,662 1,461,399 1,331,278

総資産額 (千円) 2,640,274 2,797,883 3,070,331 3,413,196 3,822,984

１株当たり純資産額 (円) 333,688.20 337,170.94 83,270.98 83,246.89 17,392.33

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
― 
(―)

2,000
(―)

500
(─)

500 
(─)

125
(―)

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）

(円) 16,331.81 3,482.74 644.87 1,405.39 △6,535.16

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 15,986.12 ― 624.19 1,328.77 ―

自己資本比率 (％) 52.4 50.0 43.7 42.8 34.8

自己資本利益率 (％) 4.95 1.03 0.78 1.69 △33.51

株価収益率 (倍) 20.39 61.15 417.14 128.79 ―

配当性向 (％) ― 57.42 77.54 35.58 ―

従業員数 (人) 323 317 315 317 334



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 （訂正前） 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日)におけるわが国経済は、企業収益の改善を背

景とした設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善、個人消費の緩やかな増加などがみられ内需を中心に

回復基調で推移してまいりました。 

 当企業集団が属するＩＴ関連業界におきましては、平成17年４月１日の個人情報保護法の施行により

情報セキュリティ対策投資が本格化したことに加えて、システム更新の需要やＩＴ投資促進税制等の支

援策もあり、企業におけるＩＴ投資は引き続き堅調に推移いたしました。一方で、企業の会計不祥事が

相次いで発覚し、財務面での透明性を高める内部統制や会計基準などの整備を明確にする取り組みが活

発化しております。 

 このような状況下、当企業集団は顧客の企業価値を最大限に高め、新たなビジネス環境までをもクリ

エイトすることを目的とした「ウェアコンサルティング」という考えのもとに提案型ＩＴマネージメン

トサービスの受注活動を拡大展開し、これに向けて人材の確保、システム開発の先行投資を積極的に行

いました。並びに、業務提携や有力な外注パートナーとの連携強化が進み、大きく受注拡大を図ること

が出来ました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は6,911百万円（前期比1,861百万円増、36.9％増）となりまし

た。新規事業の受注活動や業務フローの効率化などにより経常利益は237百万円（前期比72百万円増、

44.4％増）となり、当期純利益は88百万円（前期比26百万円増、43.1％増）となりました。 

 

 当連結会計年度における事業分野別の概況は次のとおりであります。 

  

『ＯＳ事業』 

ＯＳ事業では、システムインフラ整備などのＩＴ投資が堅調な大手・中堅顧客層を中心に、情報系

システムの構築やデータベースの保守・運用、業務効率の向上や企業内のシステムインフラ整備関連

の受注活動に傾注し、新規顧客開拓が順調に推移しました。 

 この結果、ＯＳ事業の売上高は、3,865百万円（前期比465百万円増、13.7％増）となりました。 

  

『ＳＩ事業』 

ＳＩ事業では、ＩＴによる経営効率の向上を目指すＣＡＴＶ、製造、流通業界などの顧客に対し

て、これまで培った業務ノウハウやシステム構築技術を駆使し、顧客の情報システム部門などに代わ

って企画から開発、保守、運用まで全面的にサポートする付加価値の高いサービスを提供することに

注力いたしました。また、日本ブロードビジョン株式会社、株式会社豆蔵、応用技術株式会社、株式

会社ソフトクリエイトと業務提携をはかり、お客さまの多種多様なニーズに即応したインテグレーシ

ョンサービスを提供してまいりました。 

 この結果、ＳＩ事業の売上高は、1,461百万円（前期比89百万円増、6.6％増）となりました。 

  



『ＰＢＳ事業』 

ＰＢＳ事業は、当連結会計年度より本格的に稼動し、新しいビジネスモデルとして当企業集団の中

核事業の一つに成長してまいりました。サーバストレージとネットワークの融合など技術環境の変

化、データセキュリティ対策、コンプライアンス（法令遵守）対応への企業ニーズの高まり等の経営

環境の変化を背景に、今後マーケット規模が拡大するデータストレージ分野をターゲットに積極的な

受注活動を推進してまいりました。 

  この結果、ＰＢＳ事業の売上高は1,585百万円（前期比1,306百万円増、468.7％増）となりまし

た。 

  

※従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたの

で、当連結会計年度より区分表示しております。また、前期との比較においても、変更後の区分によって

おります。 

  

 （訂正後） 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日)におけるわが国経済は、企業収益の改善を背

景とした設備投資の増加に加え、雇用情勢の改善、個人消費の緩やかな増加などがみられ内需を中心に

回復基調で推移してまいりました。 

 当企業集団が属するＩＴ関連業界におきましては、平成17年４月１日の個人情報保護法の施行により

情報セキュリティ対策投資が本格化したことに加えて、システム更新の需要やＩＴ投資促進税制等の支

援策もあり、企業におけるＩＴ投資は引き続き堅調に推移いたしました。一方で、企業の会計不祥事が

相次いで発覚し、財務面での透明性を高める内部統制や会計基準などの整備を明確にする取り組みが活

発化しております。 

 このような状況下、当企業集団は顧客の企業価値を最大限に高め、新たなビジネス環境までをもクリ

エイトすることを目的とした「ウェアコンサルティング」という考えのもとに提案型ＩＴマネージメン

トサービスの受注活動を拡大展開し、これに向けて人材の確保、システム開発の先行投資を積極的に行

いました。しかしながら、当社元社員による売上金額等の不正計上が発見されたため、特に利益面にお

いて昨年対比で大きく下回ることとなりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は5,820百万円（前期比770百万円増、15.2％増）となりました。

また経常損益は126百万円の損失（前期比259百万円減）となり、当期純損益は456百万円の損失（前期

比487百万円減）となりました。 

 

 当連結会計年度における事業分野別の概況は次のとおりであります。 

  

『ＯＳ事業』 

ＯＳ事業では、システムインフラ整備などのＩＴ投資が堅調な大手・中堅顧客層を中心に、情報系

システムの構築やデータベースの保守・運用、業務効率の向上や企業内のシステムインフラ整備関連

の受注活動に傾注し、新規顧客開拓が順調に推移しました。 

 この結果、ＯＳ事業の売上高は、3,857百万円（前期比457百万円増、13.4％増）となりました。 

  

『ＳＩ事業』 

ＳＩ事業では、ＩＴによる経営効率の向上を目指すＣＡＴＶ、製造、流通業界などの顧客に対し

て、これまで培った業務ノウハウやシステム構築技術を駆使し、顧客の情報システム部門などに代わ



って企画から開発、保守、運用まで全面的にサポートする付加価値の高いサービスを提供すること

に注力いたしました。また、日本ブロードビジョン株式会社、株式会社豆蔵、応用技術株式会社、株

式会社ソフトクリエイトと業務提携をはかり、お客さまの多種多様なニーズに即応したインテグレー

ションサービスを提供してまいりました。 

 この結果、ＳＩ事業の売上高は、1,461百万円（前期比89百万円増、6.6％増）となりました。 

  

『ＰＢＳ事業』 

ＰＢＳ事業は、顧客と顧客の関係先まで踏み込み、徹底したマーケティングにより市場・顧客ニー

ズをキャッチし、当社が培ってきた技術と経験を駆使することによって、最適なアーキテクチャを提

供しております。 

  この結果、ＰＢＳ事業の売上高は501百万円（前期比223百万円増、80.1％増）となりました。 

  

※従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたの

で、当連結会計年度より区分表示しております。また、前期との比較においても、変更後の区分によって

おります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 （訂正前） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は1,117百万円となり、前連結会計年度末より43百万

円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

仕入債務の増加による収入769百万円、税金等調整前当期純利益による収入220百万円等がありまし

たが、売上債権の増加による支出1,191百万円、たな卸資産の増加による支出142百万円等により、営

業活動によるキャッシュ・フローは330百万円の支出となりました。（前年同期は27百万円の収入） 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

差入保証金による支出108百万円、無形固定資産の取得による支出92百万円等により、投資活動に

よるキャッシュ・フローは238百万円の支出となりました。（前年同期は268百万円の支出） 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

長期借入れによる収入450百万円、新株予約権の行使による収入347百万円等により、財務活動によ

るキャッシュ・フローは612百万円の収入となりました。（前年同期は124百万円の収入） 

  

 （訂正後） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は1,117百万円となり、前連結会計年度末より43百万

円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

仕入債務の増加による収入281百万円等がありましたが、税金等調整前当期純損失による支出272百

万円、その他の流動資産の増加による支出251百万円等により、営業活動によるキャッシュ・フロー

は330百万円の支出となりました。（前年同期は27百万円の収入） 



  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

差入保証金による支出108百万円、無形固定資産の取得による支出92百万円等により、投資活動に

よるキャッシュ・フローは238百万円の支出となりました。（前年同期は268百万円の支出） 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

長期借入れによる収入450百万円、新株予約権の行使による収入347百万円等により、財務活動によ

るキャッシュ・フローは612百万円の収入となりました。（前年同期は124百万円の収入） 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 （訂正前） 

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 
  

 （訂正後） 

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度の受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 （訂正前） 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 
  

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

金額(千円) 金 額(千円) 金額(千円)
前年同期比 
(％)

ＯＳ事業 3,418,238 3,909,323 491,085 14.4

ＳＩ事業 1,400,116 1,585,087 184,971 13.2

ＰＢＳ事業 313,074 1,596,543 1,283,469 410.0
合  計 5,131,428 7,090,953 1,959,525 38.2

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

金額(千円) 金 額(千円) 金額(千円)
前年同期比 
(％)

ＯＳ事業 3,418,238 3,900,442 482,204 14.1

ＳＩ事業 1,400,116 1,585,087 184,971 13.2

ＰＢＳ事業 313,074 506,091 193,017 61.7
合  計 5,131,428 5,991,621 860,193 16.8

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

ＯＳ事業 3,362,785 842,590 4,861,991 1,839,067 1,499,206 996,477

ＳＩ事業 1,258,537 266,836 1,836,525 642,352 577,988 375,516

ＰＢＳ事業 496,781 218,002 1,843,088 475,819 1,346,307 257,817
合  計 5,118,103 1,327,428 8,541,604 2,957,238 3,423,501 1,629,810



 （訂正後） 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 （訂正前） 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 
  

 （訂正後） 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来表示しておりましたウェアコンサルティング部門が、ＳＩ、ＰＢＳの両部門に再編されましたので、当

連結会計年度より区分表示しております。 
  

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

ＯＳ事業 3,362,785 842,590 4,199,748 1,185,224 836,963 342,634

ＳＩ事業 1,258,537 266,836 1,415,566 221,394 157,029 △45,442

ＰＢＳ事業 496,781 218,002 407,029 123,049 △89,752 △94,953
合  計 5,118,103 1,327,428 6,022,343 1,529,667 904,240 202,239

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

金額(千円) 金 額(千円) 金額(千円)
前年同期比 
(％)

ＯＳ事業 3,400,080 3,865,513 465,432 13.7

ＳＩ事業 1,371,187 1,461,008 89,821 6.6

ＰＢＳ事業 278,779 1,585,271 1,306,492 468.7
合  計 5,050,048 6,911,794 1,861,746 36.9

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

東京女子医科大学病院 ― ― 954,367 13.81

㈱トヨタコミュニケーションシステム 591,732 11.72 548,294 7.93

シャープシステムプロダクト㈱ 447,060 8.85 375,209 5.43

事業部門

前連結会計年度 当連結会計年度

比較増減（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日

  至 平成17年３月31日）   至 平成18年３月31日）

金額(千円) 金 額(千円) 金額(千円)
前年同期比 
(％)

ＯＳ事業 3,400,080 3,857,113 457,032 13.4

ＳＩ事業 1,371,187 1,461,008 89,821 6.6

ＰＢＳ事業 278,779 501,982 223,202 80.1
合  計 5,050,048 5,820,104 770,056 15.2

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱トヨタコミュニケーションシステム 591,732 11.72 548,294 9.42

シャープシステムプロダクト㈱ 447,060 8.85 375,209 6.45



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(２) 当連結会計年度の経営成績の分析 

 （訂正前） 

当企業集団の当連結会計年度の経営成績は、個人情報保護法の施行による情報セキュリティ対策投資

の本格化や、ＩＴ投資促進税制といった支援策によるシステム更新ニーズの高まりを背景に、ＩＴマネ

ージメントサービスの提供を強力に推進した結果、売上高が前連結会計年度に比べ36.9％増の6,911百

万円、経常利益が前連結会計年度に比べ44.4％増の237百万円、当期純利益が前連結会計年度に比べ

43.1％増の88百万円となりました。 

  売上高の増収要因、内訳としては、ＯＳ事業において、従来の主要顧客から引き続き安定した受注

の確保、またそのグループ会社や新規顧客開拓に成功した結果、前連結会計年度の3,400百万円から

13.7％増収の3,865百万円となりました。ＳＩ事業においては、ＣＡＴＶ、製造、流通業界などの顧客

に対し、多種多様なニーズに即応した付加価値の高いサービスを提供した結果、前連結会計年度の

1,371百万円から6.6％増収の1,461百万円となりました。当連結会計年度より本格的に稼動したＰＢＳ

事業においては、今後マーケット規模の拡大が見込まれるデータストレージ分野を中心に積極的な提案

活動を行った結果、前連結会計年度の278百万円から468.7％増収の1,585百万円となりました。 

 利益については、経常利益が売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ44.4％増の237百万円に、

当期純利益は、投資有価証券売却による損失計上48百万円、投資先の業績悪化に伴う投資有価証券評価

損の計上11百万円等がありましたが、前連結会計年度に比べ43.1％増の88百万円となりました。 

  

 （訂正後） 

当企業集団の当連結会計年度の経営成績は、個人情報保護法の施行による情報セキュリティ対策投資

の本格化や、ＩＴ投資促進税制といった支援策によるシステム更新ニーズの高まりを背景に、ＩＴマネ

ージメントサービスの提供を強力に推進した結果、売上高が前連結会計年度に比べ15.2％増の5,820百

万円、経常損失が126百万円、当期純損失が456百万円となりました。 

  売上高の増収要因、内訳としては、ＯＳ事業において、従来の主要顧客から引き続き安定した受注

の確保、またそのグループ会社や新規顧客開拓に成功した結果、前連結会計年度の3,400百万円から

13.4％増収の3,857百万円となりました。ＳＩ事業においては、ＣＡＴＶ、製造、流通業界などの顧客

に対し、多種多様なニーズに即応した付加価値の高いサービスを提供した結果、前連結会計年度の

1,371百万円から6.6％増収の1,461百万円となりました。当連結会計年度より本格的に稼動したＰＢＳ

事業においては、積極的な提案活動を行った結果、前連結会計年度の278百万円から80.1％増収の501百

万円となりました。 

 利益については、経常損益は、前連結会計年度に比べ259百万円減の126百万円の経常損失に、当期純

損益は、貸倒引当金計上130百万円、投資有価証券売却による損失計上48百万円、投資先の業績悪化に

伴う投資有価証券評価損の計上11百万円等により、前連結会計年度に比べ487百万円減の456百万円の当

期純損失となりました。 

  



(３) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 （訂正前） 

当企業集団の財政状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、330百万円のキャッシュを使用

しました。（前連結会計年度は27百万円のキャッシュを獲得。）これは、主として売上債権の増加およ

びたな卸資産の増加によるものです。 

  投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より30百万円少ない238百万円のキャッシ

ュを使用しました。差入保証金による支出、無形固定資産の取得が主な要因となっております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より488百万円多い612百万円のキャッシュ

を得ました。長期借入れによる収入、新株予約権の行使による収入が主な要因となっております。 

  

 （訂正後） 

当企業集団の財政状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、330百万円のキャッシュを使用

しました。（前連結会計年度は27百万円のキャッシュを獲得。）これは、主として税金等調整前当期純

損失の計上によるものです。 

  投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より30百万円少ない238百万円のキャッシ

ュを使用しました。差入保証金による支出、無形固定資産の取得が主な要因となっております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より488百万円多い612百万円のキャッシュ

を得ました。長期借入れによる収入、新株予約権の行使による収入が主な要因となっております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 （訂正前） 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,138,649 1,190,680

 ２ 受取手形及び売掛金 1,454,260 2,645,643

 ３ たな卸資産 121,638 264,046

 ４ 繰延税金資産 50,813 51,396

 ５ その他 97,868 106,703

   貸倒引当金 △15,277 △389

   流動資産合計 2,847,954 80.1 4,258,081 84.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 22,046 24,438

    減価償却累計額 11,760 10,285 14,278 10,159

  (2) その他 67,067 85,201

    減価償却累計額 46,070 20,996 57,792 27,409

   有形固定資産合計 31,281 0.9 37,569 0.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 21,483 14,322

  (2) ソフトウェア 84,242 122,532

  (3) その他 15,218 16,685

   無形固定資産合計 120,944 3.4 153,540 3.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※３ 241,942 159,584

  (2) 長期貸付金 1,560 1,200

  (3) 従業員長期貸付金 392 ―

  (4) 繰延税金資産 27,399 16,156

  (5) 差入保証金 75,660 183,926

  (6) 積立保険料 70,274 85,338

   (7) 長期性預金 100,000 100,000

  (8) その他 95,942 82,708

   貸倒引当金 ― △8,400

   投資損失引当金 △57,000 △19,000

   投資その他の資産合計 556,172 15.6 601,513 11.9

   固定資産合計 708,398 19.9 792,623 15.7

   資産合計 3,556,352 100.0 5,050,704 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 609,227 1,378,400

 ２ 短期借入金 230,000 330,000

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

180,000 286,904

 ４ 一年以内償還予定の 
   社債

120,000 170,000

 ５ 未払金 39,979 57,368

 ６ 未払法人税等 80,455 87,709

 ７ 未払消費税等 24,444 29,367

 ８ 賞与引当金 93,695 93,419

 ９ その他 68,453 67,579

   流動負債合計 1,446,255 40.7 2,500,749 49.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 190,000 70,000

 ２ 長期借入金 375,500 494,330

 ３ 退職給付引当金 2,148 2,950

 ４ その他 2,287 1,565

   固定負債合計 569,935 16.0 568,845 11.3

   負債合計 2,016,191 56.7 3,069,595 60.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 34,389 1.0 38,233 0.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 595,868 16.8 782,644 15.5

Ⅱ 資本剰余金 715,540 20.1 890,743 17.6

Ⅲ 利益剰余金 401,494 11.3 481,209 9.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △4,361 △0.1 △15,822 △0.3

Ⅴ 自己株式 ※２ △202,769 △5.7 △195,900 △3.9

   資本合計 1,505,772 42.3 1,942,875 38.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

3,556,352 100.0 5,050,704 100.0



 （訂正後） 

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,138,649 1,190,680

 ２ 受取手形及び売掛金 1,454,260 1,499,369

 ３ たな卸資産 90,434 258,666

 ４ 繰延税金資産 50,813 3,800

 ５ 事業取引未決算勘定 ※５ ― 108,984

 ６ その他 97,868 242,760

   貸倒引当金 △15,277 △130,274

   流動資産合計 2,816,750 79.9 3,173,986 80.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 22,046 24,438

    減価償却累計額 11,760 10,285 14,278 10,159

  (2) その他 67,067 85,201

    減価償却累計額 46,070 20,996 57,792 27,409

   有形固定資産合計 31,281 0.9 37,569 1.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 21,483 14,322

  (2) ソフトウェア 84,242 122,532

  (3) その他 15,218 16,685

   無形固定資産合計 120,944 3.4 153,540 3.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※３ 241,942 159,584

  (2) 長期貸付金 1,560 1,200

  (3) 従業員長期貸付金 392 ―

  (4) 繰延税金資産 27,399 1,200

  (5) 差入保証金 75,660 183,926

  (6) 積立保険料 70,274 85,338

   (7) 長期性預金 100,000 100,000

  (8) その他 95,942 82,708

   貸倒引当金 ― △8,400

   投資損失引当金 △57,000 △19,000

   投資その他の資産合計 556,172 15.8 586,557 14.8

   固定資産合計 708,398 20.1 777,667 19.7

   資産合計 3,525,148 100.0 3,951,653 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 609,227 891,148

 ２ 短期借入金 230,000 330,000

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

180,000 286,904

 ４ 一年以内償還予定の 
   社債

120,000 170,000

 ５ 未払金 39,979 57,368

 ６ 未払法人税等 80,455 87,709

 ７ 未払消費税等 24,444 4,464

 ８ 賞与引当金 93,695 93,419

 ９ その他 68,453 67,579

   流動負債合計 1,446,255 41.0 1,988,594 50.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 190,000 70,000

 ２ 長期借入金 375,500 494,330

 ３ 退職給付引当金 2,148 2,950

 ４ その他 2,287 1,565

   固定負債合計 569,935 16.2 568,845 14.4

   負債合計 2,016,191 57.2 2,557,439 64.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 34,389 1.0 38,233 1.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 595,868 16.9 782,644 19.8

Ⅱ 資本剰余金 715,540 20.3 890,743 22.5

Ⅲ 利益剰余金 370,290 10.5 △94,871 △2.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △4,361 △0.1 △26,636 △0.7

Ⅴ 自己株式 ※２ △202,769 △5.8 △195,900 △5.0

   資本合計 1,474,567 41.8 1,355,979 34.3

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

3,525,148 100.0 3,951,653 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 （訂正前） 

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,050,048 100.0 6,911,794 100.0

Ⅱ 売上原価 3,904,808 77.3 5,527,765 80.0

   売上総利益 1,145,239 22.7 1,384,028 20.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 982,374 19.5 1,118,890 16.2

   営業利益 162,864 3.2 265,138 3.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 857 1,046

 ２ 受取配当金 1,187 872

 ３ 受取手数料 998 1,001

 ４ 保険金収入 15,000 ―

 ５ その他 2,924 20,968 0.4 144 3,065 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,667 16,370

 ２ 社債利息 1,926 1,683

 ３ 支払保証料 1,803 1,173

 ４ 新株発行費 ― 10,076

 ５ その他 2,312 19,710 0.4 1,836 31,141 0.5

   経常利益 164,122 3.3 237,062 3.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ─ 6,487

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 20,877

 ３ 投資損失引当金戻入益 ─ ― ― 18,000 45,364 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 投資損失引当金繰入額 14,000 ―

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 48,063

 ３ 会員権評価損 ─ 1,800

 ４ 投資有価証券評価損 8,000 11,788

 ５ 持分変動損失 1,527 23,527 0.5 ― 61,651 0.9

   税金等調整前 
   当期純利益

140,595 2.8 220,776 3.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

89,657 109,945

   法人税等調整額 △13,773 75,884 1.5 18,493 128,439 1.9

   少数株主利益 2,862 0.1 3,844 0.1

   当期純利益 61,848 1.2 88,492 1.3



 （訂正後） 

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,050,048 100.0 5,820,104 100.0

Ⅱ 売上原価 3,936,013 77.9 4,799,329 82.5

   売上総利益 1,114,034 22.1 1,020,775 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 981,948 19.4 1,117,572 19.2

営業利益又は 
営業損失（△）

132,086 2.6 △96,796 △1.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 857 1,046

 ２ 受取配当金 1,187 872

 ３ 受取手数料 998 1,001

 ４ 保険金収入 15,000 ―

 ５ その他 2,924 20,968 0.4 144 3,065 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,667 16,370

 ２ 社債利息 1,926 1,683

 ３ 支払保証料 1,803 1,173

 ４ 新株発行費 ― 10,076

 ５ その他 2,738 20,136 0.4 3,155 32,459 0.6

経常利益又は 
経常損失（△）

132,918 2.6 △126,190 △2.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 6,602

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 20,877

 ３ 投資損失引当金戻入益 ─ ― ― 18,000 45,479 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 ― 130,000

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 48,063

 ３ 投資有価証券評価損 8,000 11,788

 ４ 会員権評価損 ─ 1,800

 ５ 投資損失引当金繰入額 14,000 ―

 ６ 持分変動損失 1,527 23,527 0.5 ― 191,651 3.3

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前 
当期純損失（△）

109,391 2.2 △272,362 △4.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

89,657 109,945

   法人税等調整額 △13,773 75,884 1.5 70,231 180,177 3.1

   少数株主利益 2,862 0.1 3,844 0.1

当期純利益又は 
当期純損失（△）

30,644 0.6 △456,384 △7.8



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 （訂正前） 

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 647,529 715,540

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株予約権の行使 
   による新株の発行

64,017 174,275

 ２ 自己株式処分差益 3,992 68,010 926 175,202

Ⅲ 資本剰余金期末残高 715,540 890,743

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 347,695 401,494

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 61,848 61,848 88,492 88,492

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 8,050 8,050 8,777 8,777

Ⅳ 利益剰余金期末残高 401,494 481,209



 （訂正後） 

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 647,529 715,540

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株予約権の行使 
   による新株の発行

64,017 174,275

 ２ 自己株式処分差益 3,992 68,010 926 175,202

Ⅲ 資本剰余金期末残高 715,540 890,743

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 347,695 370,290

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 30,644 30,644 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 当期純損失 ― 456,384

 ２ 配当金 8,050 8,050 8,777 465,161

Ⅳ 利益剰余金期末残高 370,290 △94,871



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 （訂正前） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 140,595 220,776

   減価償却費 72,231 90,034

   営業権償却費 7,161 7,161

   退職給付引当金の増加額 2,148 802

   賞与引当金の増加・減少(△)額 7,094 △275

   貸倒引当金の増加・減少(△)額 3,151 △6,487

   投資損失引当金の 
   増加・減少(△)額

14,000 △38,000

   投資有価証券評価損 8,000 11,788

   会員権評価損 ─ 1,800

   持分変動損失 1,527 ─

   受取利息及び受取配当金 △2,044 △1,918

   支払利息及び社債利息 15,593 18,054

   売上債権の増加額(△) △378,986 △1,191,382

   たな卸資産の増加(△)・減少額 35,141 △142,408

   その他流動資産の増加(△)額 △5,848 △6,743

   その他固定資産の増加(△)額 △14,278 △15,063

   仕入債務の増加額 214,541 769,172

その他流動負債の 
増加・減少(△)額

△10,493 14,269

   その他 553 57,878

    小計 110,086 △210,543

   利息及び配当金の受取額 2,019 1,917

   利息の支払額 △16,207 △18,362

   法人税等の支払額 △68,103 △103,879

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

27,793 △330,868



 
  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △118,002 △18,000

   定期預金の払戻による収入 11,001 9,600

   有形固定資産の取得による支出 △26,718 △23,024

   無形固定資産の取得による支出 △38,825 △92,274

   長期前払費用の取得による支出 △40,000 ―

   出資及び投資有価証券の取得
   による支出

△58,044 △72,605

   出資及び投資有価証券の売却
   による収入

― 86,393

   保証金の差入による支出 ─ △108,265

   子会社の設立による支出 △10,000 △10,000

   その他 11,797 △10,248

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△268,792 △238,424

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の増減額 88,000 100,000

   長期借入れによる収入 100,000 450,000

   長期借入金の返済による支出 △175,000 △224,266

   社債の発行による収入 ― 50,000

   社債の償還による支出 △20,000 △120,000

   連結子会社の株式の発行による 
   収入

30,000 ―

   新株予約権の行使による収入 140,275 347,638

   新株予約権の発行による収入 ― 11,429

   配当金の支払額 △8,050 △8,777

   自己株式の取得による支出 △64,041 ―

   自己株式の処分による収入 33,586 7,796

   その他 ― △900

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

124,770 612,920

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額

△116,228 43,627

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 1,190,250 1,074,021

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 1,074,021 1,117,648



 （訂正後） 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

109,391 △272,362

   減価償却費 72,231 90,034

   営業権償却費 7,161 7,161

   退職給付引当金の増加額 2,148 802

   賞与引当金の増加・減少(△)額 7,094 △275

   貸倒引当金の増加額 3,151 123,397

   投資損失引当金の 
   増加・減少(△)額

14,000 △38,000

   投資有価証券評価損 8,000 11,788

   会員権評価損 ─ 1,800

   持分変動損失 1,527 ─

   受取利息及び受取配当金 △2,044 △1,918

   支払利息及び社債利息 15,593 18,054

   売上債権の増加額(△) △378,986 △45,108

   たな卸資産の増加(△)・減少額 66,345 △168,232

   その他流動資産の増加(△)額 △5,848 △251,785

   その他固定資産の増加(△)額 △14,278 △15,063

   仕入債務の増加額 214,541 281,920

   その他流動負債の 
   減少(△)額

△10,493 △10,634

   その他 553 57,878

    小計 110,086 △210,543

   利息及び配当金の受取額 2,019 1,917

   利息の支払額 △16,207 △18,362

   法人税等の支払額 △68,103 △103,879

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

27,793 △330,868



   

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △118,002 △18,000

   定期預金の払戻による収入 11,001 9,600

   有形固定資産の取得による支出 △26,718 △23,024

   無形固定資産の取得による支出 △38,825 △92,274

   長期前払費用の取得による支出 △40,000 ―

   出資及び投資有価証券の取得
   による支出

△58,044 △72,605

   出資及び投資有価証券の売却
   による収入

― 86,393

   保証金の差入による支出 ─ △108,265

   子会社の設立による支出 △10,000 △10,000

   その他 11,797 △10,248

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△268,792 △238,424

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の増減額 88,000 100,000

   長期借入れによる収入 100,000 450,000

   長期借入金の返済による支出 △175,000 △224,266

   社債の発行による収入 ― 50,000

   社債の償還による支出 △20,000 △120,000

   連結子会社の株式の発行による 
   収入

30,000 ―

   新株予約権の行使による収入 140,275 347,638

   新株予約権の発行による収入 ― 11,429

   配当金の支払額 △8,050 △8,777

   自己株式の取得による支出 △64,041 ―

   自己株式の処分による収入 33,586 7,796

   その他 ― △900

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

124,770 612,920

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額

△116,228 43,627

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 1,190,250 1,074,021

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 1,074,021 1,117,648



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 
  

項目
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 発行済株式総数  当社の発行済株式総数は、普通株式

19,053株であります。

 当社の発行済株式総数は、普通株式

82,328株であります。

※２ 自己株式の保有数  連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 1,498株

 連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 5,784株

※３ 非連結子会社に対する

投資

投資有価証券（株式）  10,000千円 投資有価証券（株式）  20,000千円

 ４ コミットメントライン

契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関５行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

コミットメント 
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関４行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

項目
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 発行済株式総数  当社の発行済株式総数は、普通株式

19,053株であります。

 当社の発行済株式総数は、普通株式

82,328株であります。

※２ 自己株式の保有数  連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 1,498株

 連結会社が保有する連結財務諸表提

出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。

普通株式 5,784株

※３ 非連結子会社に対する

投資

投資有価証券（株式）  10,000千円 投資有価証券（株式）  20,000千円

 ４ コミットメントライン

契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関５行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

コミットメント 
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関４行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

※５ 事業取引未決算勘定 ――――  当社元社員による不正事件に関連し

て、仕入先より購入した商品等であ

り、金額を確定するため取引先と交渉

中であることから、未決算勘定として

処理するもので、相手科目は買掛金で

あります。



(税効果会計関係) 

  

 （訂正前） 

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産

 賞与引当金 38,048千円

 未払事業税 7,503千円

 投資損失引当金 23,142千円

 その他 9,519千円

繰延税金資産小計 78,213千円

評価性引当金 ─千円

繰延税金資産合計 78,213千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ─千円

繰延税金負債合計 ─千円

繰延税金資産の純額 78,213千円

繰延税金資産

 賞与引当金 37,934千円

 未払事業税 8,583千円

 投資損失引当金 7,714千円

 その他有価証券評価差額 10,814千円

 その他 17,844千円

繰延税金資産小計 82,891千円

評価性引当金 △15,338千円

繰延税金資産合計 67,553千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 67,553千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.3％

住民税均等割等 5.5％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.0％

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.0％

住民税均等割等 4.0％

評価性引当額

法人税特別控除等

その他

7.0％

△3.1％

△1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.2％



 （訂正後） 

 
  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

繰延税金資産

 賞与引当金 38,048千円

 未払事業税 7,503千円

 投資損失引当金 23,142千円

 売上原価修正 12,669千円

 その他 9,519千円

繰延税金資産小計 90,882千円

評価性引当金 △12,669千円

繰延税金資産合計 78,213千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ─千円

繰延税金負債合計 ─千円

繰延税金資産の純額 78,213千円

繰延税金資産

 貸倒引当金 52,780千円

 賞与引当金 37,934千円

 未払事業税 8,583千円

 投資損失引当金 7,714千円

 その他有価証券評価差額 10,814千円

 売上及び売上原価修正 157,966千円

 その他 20,095千円

繰延税金資産小計 295,890千円

評価性引当金 △290,890千円

繰延税金資産合計 5,000千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 5,000千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.7％

住民税均等割等 7.1％

評価性引当額の増加 11.6％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 69.4％

   税金等調整前当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。



(１株当たり情報) 

  

 （訂正前） 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 85,774円54銭 １株当たり純資産額 25,382円46銭

１株当たり当期純利益 3,665円11銭 １株当たり当期純利益 1,235円93銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 3,465円30銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 1,144円41銭

 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 21,443円64銭

１株当たり当期純利益 916円28銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 866円33銭

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 61,848千円 88,492千円

普通株主に帰属しない金額 ─千円 ―千円

普通株式にかかる当期純利益 61,848千円 88,492千円

期中平均株式数 16,875株 71,600株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額 ─千円 ─千円

 普通株式増加数 973株 5,726株

（うち新株引受権） (  435株) (  ─  株)

（うち新株予約権） (  538株) ( 5,726株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権２種類（新株予

約権の数83個及び592個） 

 これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」および「スト

ックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

 ───



 （訂正後） 

 
(注) １株当たり当期純利益（純損失△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 83,997円03銭 １株当たり純資産額 17,715円04銭

１株当たり当期純利益 1,815円97銭 １株当たり当期純損失 6,374円08銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 1,716円97銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 20,999円26銭

１株当たり当期純利益 454円01銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 429円25銭

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

当期純利益又は当期純損失（△） 30,644千円 △456,384千円

普通株主に帰属しない金額 ─千円 ―千円

普通株式にかかる当期純利益又は普通株式にか 
かる当期純損失（△）

30,644千円 △456,384千円

期中平均株式数 16,875株 71,600株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額 ─千円 ─千円

 普通株式増加数 973株 ―株

（うち新株引受権） (  435株) (  ─  株)

（うち新株予約権） (  538株) (  ―  株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権２種類（新株予

約権の数83個及び592個） 

 これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」および「スト

ックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

 ───



(重要な後発事象) 

  

 （訂正前） 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

───  当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、株式会社システムシンクの株式を取得する株式譲渡

契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といた

しました。 

 （取締役会決議内容）

（１）株式取得の目的

 株式会社システムシンクが30年間に亘って培ってきた

ソフトウェア受託開発技術を獲得することにより、当社

のOS事業における開発生産性の向上につながると考え、

同社株式を取得することといたしました。

（２）株式会社システムシンクの概要

  ① 事業内容

    アプリケーションソフトウェアの受託開発

    ネットワークシステムの構築

  ② 資本金

    32,000千円

（３）株式取得の時期

   平成18年４月10日

（４）株式取得価額

   108,000千円



 （訂正後） 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

─── （株式取得）

 当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、株式会社システムシンクの株式を取得する株式譲渡

契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といた

しました。 

 （取締役会決議内容）

（１）株式取得の目的

 株式会社システムシンクが30年間に亘って培ってきた

ソフトウェア受託開発技術を獲得することにより、当社

のOS事業における開発生産性の向上につながると考え、

同社株式を取得することといたしました。

（２）株式会社システムシンクの概要

  ① 事業内容

    アプリケーションソフトウェアの受託開発

    ネットワークシステムの構築

  ② 資本金

    32,000千円

（３）株式取得の時期

   平成18年４月10日

（４）株式取得価額

   108,000千円

（定時株主総会における配当決議） 

 平成18年６月29日開催の定時株主総会における配当決

議は、当社元社員による不正事件の判明により、配当可

能利益がなかったことが明らかになったため無効となり

ました。そのため、支払われた配当金9,568千円につい

て、平成18年８月11日に株主および当社取締役より全額

返還を受けました。

（訴訟事件等）

 当社は平成18年７月26日大阪地方裁判所に、当社元社

員による不正事件に関連する商品の仕入先１社に対し

て、不正事件に関連する仕入取引の無効を主張し、不当

利得返還請求権にもとづく136,056千円の返還請求と

531,074千円の債務が存在しないことを確認する訴訟を

提起いたしました。

 また、当社は当該仕入先より平成18年７月26日および

８月２日に上記仕入取引のうち471,213千円について売

買契約を解除する旨、および、これに伴う損害について

は別途計算の上請求するとの通知を受けました。

 平成18年８月31日現在、当該仕入先からの損害に関す

る請求は行われておらず、また当社が提起した訴訟は審

理前の段階であります。当社としては、本件仕入取引は

無効であり、当社が当該仕入先より損害の請求に応じる

必要はないと考えておりますので、十分な主張を行うこ

とにより適切に対応する所存であります。



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 （訂正前） 

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,081,793 1,076,585

 ２ 受取手形 2,856 5,191

 ３ 売掛金 1,361,311 2,549,733

 ４ 商品 74,832 81,505

 ５ 仕掛品 45,691 174,393

 ６ 前払費用 19,080 26,044

 ７ 繰延税金資産 46,385 47,596

 ８ 未収入金 200 24,280

 ９ その他 68,326 69,555

   貸倒引当金 △14,875 △257

   流動資産合計 2,685,603 78.0 4,054,629 82.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 17,635 20,027

    減価償却累計額 11,334 6,300 13,031 6,996

  (2) 車両運搬具 5,182 5,182

    減価償却累計額 3,937 1,245 4,334 847

  (3) 器具備品 55,701 71,267

    減価償却累計額 39,228 16,472 49,940 21,327

   有形固定資産合計 24,018 0.7 29,171 0.6

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 75,284 107,257

  (2) その他 14,615 16,082

   無形固定資産合計 89,900 2.6 123,340 2.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 231,942 139,584

  (2) 関係会社株式 100,000 110,000

  (3) 出資金 3,271 3,574

  (4) 長期貸付金 1,560 1,200

  (5) 従業員長期貸付金 392 ―

  (6) 関係会社長期貸付金 ― 25,000

  (7) 長期前払費用 80,790 60,554

  (8) 繰延税金資産 26,525 14,955

  (9) 差入保証金 75,240 183,506

  (10)積立保険料 70,274 85,338

  (11)長期性預金 100,000 100,000

  (12)その他 11,880 18,580

    貸倒引当金 ― △8,400

    投資損失引当金 △57,000 △19,000

   投資その他の資産合計 644,877 18.7 714,892 14.5

   固定資産合計 758,797 22.0 867,404 17.6

   資産合計 3,444,401 100.0 4,922,034 100.0



 

  

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 587,050 1,342,811

 ２ 短期借入金 230,000 330,000

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

180,000 286,904

 ４ 一年以内償還予定の社債 120,000 170,000

 ５ 未払金 44,942 56,646

 ６ 未払費用 39,340 40,900

 ７ 未払法人税等 73,307 78,550

 ８ 未払消費税等 16,831 27,603

 ９ 預り金 9,447 11,103

 10 賞与引当金 85,378 86,918

 11 その他 ─ 8,092

   流動負債合計 1,386,297 40.3 2,439,531 49.5

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 190,000 70,000

 ２ 長期借入金 375,500 494,330

   固定負債合計 565,500 16.4 564,330 11.5

   負債合計 1,951,797 56.7 3,003,861 61.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 595,868 17.3 782,644 15.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 711,208 885,484

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 4,331 4,331 5,258 5,258

   資本剰余金合計 715,540 20.8 890,743 18.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 10,000 10,000

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 228,000 228,000 228,000 228,000

 ３ 当期未処分利益 150,326 218,507

   利益剰余金合計 388,326 11.3 456,507 9.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △4,361 △0.1 △15,822 △0.3

Ⅴ 自己株式 ※２ △202,769 △5.9 △195,900 △4.0

   資本合計 1,492,603 43.3 1,918,173 39.0

   負債・資本合計 3,444,401 100.0 4,922,034 100.0



 （訂正後） 

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,081,793 1,076,585

 ２ 受取手形 2,856 5,191

 ３ 売掛金 1,361,311 1,403,459

 ４ 商品 43,628 81,793

 ５ 仕掛品 45,691 168,725

 ６ 前払費用 19,080 26,044

 ７ 繰延税金資産 46,385 ―

 ８ 未収入金 200 160,337

 ９ 事業取引未決算勘定 ※４ ― 108,984

 10 その他 68,326 69,555

   貸倒引当金 △14,875 △130,143

   流動資産合計 2,654,399 77.8 2,970,535 77.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 17,635 20,027

    減価償却累計額 11,334 6,300 13,031 6,996

  (2) 車両運搬具 5,182 5,182

    減価償却累計額 3,937 1,245 4,334 847

  (3) 器具備品 55,701 71,267

    減価償却累計額 39,228 16,472 49,940 21,327

   有形固定資産合計 24,018 0.7 29,171 0.8

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 75,284 107,257

  (2) その他 14,615 16,082

   無形固定資産合計 89,900 2.6 123,340 3.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 231,942 139,584

  (2) 関係会社株式 100,000 110,000

  (3) 出資金 3,271 3,574

  (4) 長期貸付金 1,560 1,200

  (5) 従業員長期貸付金 392 ―

  (6) 関係会社長期貸付金 ― 25,000

  (7) 長期前払費用 80,790 60,554

  (8) 繰延税金資産 26,525 ―

  (9) 差入保証金 75,240 183,506

  (10)積立保険料 70,274 85,338

  (11)長期性預金 100,000 100,000

  (12)その他 11,880 18,580

    貸倒引当金 ― △8,400

    投資損失引当金 △57,000 △19,000

   投資その他の資産合計 644,877 18.9 699,937 18.3

   固定資産合計 758,797 22.2 852,449 22.3

   資産合計 3,413,196 100.0 3,822,984 100.0



 
  

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 587,050 855,559

 ２ 短期借入金 230,000 330,000

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

180,000 286,904

 ４ 一年以内償還予定の社債 120,000 170,000

 ５ 未払金 44,942 56,646

 ６ 未払費用 39,340 40,900

 ７ 未払法人税等 73,307 78,550

 ８ 未払消費税等 16,831 2,700

 ９ 預り金 9,447 11,103

 10 賞与引当金 85,378 86,918

 11 その他 ─ 8,092

   流動負債合計 1,386,297 40.6 1,927,376 50.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 190,000 70,000

 ２ 長期借入金 375,500 494,330

   固定負債合計 565,500 16.6 564,330 14.8

   負債合計 1,951,797 57.2 2,491,706 65.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 595,868 17.5 782,644 20.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 711,208 885,484

 ２ その他資本剰余金

  (1) 自己株式処分差益 4,331 4,331 5,258 5,258

   資本剰余金合計 715,540 21.0 890,743 23.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 10,000 10,000

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 228,000 228,000 228,000 228,000

 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）

119,121 △357,572

   利益剰余金合計 357,121 10.5 △119,572 △3.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △4,361 △0.1 △26,636 △0.7

Ⅴ 自己株式 ※２ △202,769 △5.9 △195,900 △5.1

   資本合計 ※５ 1,461,399 42.8 1,331,278 34.8

   負債・資本合計 3,413,196 100.0 3,822,984 100.0



② 【損益計算書】 

  

 （訂正前） 

 
  

第15期
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

第16期 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,663,744 100.0 6,538,162 100.0

Ⅱ 売上原価 3,701,120 79.4 5,320,134 81.4

   売上総利益 962,623 20.6 1,218,027 18.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 823,714 17.7 981,147 15.0

   営業利益 138,909 3.0 236,879 3.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※２ 616 1,464

 ２ 有価証券利息 240 ―

 ３ 受取配当金 1,187 872

 ４ 受取手数料 998 1,001

 ５ 保険金収入 15,000 ―

 ６ その他 2,645 20,688 0.4 117 3,456 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,591 16,370

 ２ 社債利息 1,926 1,683

 ３ 支払保証料 1,803 1,173

 ４ 新株発行費 ― 10,076

 ５ その他 823 18,144 0.4 1,411 30,715 0.5

   経常利益 141,453 3.0 209,621 3.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 6,218

 ２ 投資有価証券売却益 ― 20,877

 ３ 投資損失引当金戻入益 ― ― ― 18,000 45,095 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 投資損失引当金繰入額 14,000 ―

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 48,063

 ３ 投資有価証券評価損 8,000 11,788

 ４ 会員権評価損 ― 22,000 0.5 1,800 61,651 0.9

   税引前当期純利益 119,453 2.6 193,065 3.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

73,004 97,914

   法人税等調整額 △8,471 64,533 1.4 18,191 116,106 1.8

   当期純利益 54,920 1.2 76,959 1.2

   前期繰越利益 95,405 141,548

   当期未処分利益 150,326 218,507



 （訂正後） 

 
  

第15期
（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日）

第16期 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,663,744 100.0 5,446,472 100.0

Ⅱ 売上原価 3,732,325 80.0 4,591,698 84.3

   売上総利益 931,419 20.0 854,774 15.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 823,288 17.7 979,829 18.0

営業利益又は 
営業損失（△）

108,130 2.3 △125,054 △2.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※２ 616 1,464

 ２ 有価証券利息 240 ―

 ３ 受取配当金 1,187 872

 ４ 受取手数料 998 1,001

 ５ 保険金収入 15,000 ―

 ６ その他 2,645 20,688 0.4 117 3,456 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,591 16,370

 ２ 社債利息 1,926 1,683

 ３ 支払保証料 1,803 1,173

 ４ 新株発行費 ― 10,076

 ５ その他 1,249 18,570 0.4 2,729 32,034 0.6

経常利益又は 
経常損失（△）

110,249 2.4 △153,631 △2.8

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 6,332

 ２ 投資有価証券売却益 ― 20,877

 ３ 投資損失引当金戻入益 ― ― ― 18,000 45,209 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 ― 130,000

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 48,063

 ３ 投資有価証券評価損 8,000 11,788

 ４ 会員権評価損 ― 1,800

 ５ 投資損失引当金繰入額 14,000 22,000 0.5 ― 191,651 3.5

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失（△）

88,249 1.9 △300,073 △5.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

73,004 97,914

   法人税等調整額 △8,471 64,533 1.4 69,929 167,844 3.1

当期純利益又は 
当期純損失（△）

23,715 0.5 △467,917 △8.6

   前期繰越利益 95,405 110,344

当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△）

119,121 △357,572



売上原価明細書 

  

 （訂正前） 

 
（注）※１ 当事業年度における主な内訳は、家賃地代53,704千円、旅費交通費50,274千円、減価償却費46,935千 

   円、賃借料16,698千円となっております。 

  

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※３ 前事業年度まで「経費」に含めて表示しておりました「商品原価」は、金額的に重要性が増しましたの 

   で区分掲記することに変更いたしました。なお、前事業年度における売上原価明細書を当事業年度と同 

   一の区分により記載した場合、下記のとおりとなります。 

 
※４ 主な内訳は、減価償却費37,823千円、家賃地代35,446千円、旅費交通費29,681千円、賃借料15,524千

   円となっております。 

  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 商品原価 ※３ ─ ─ 1,353,092 24.5

Ⅱ 労務費 1,373,110 36.7 1,465,346 26.6

Ⅲ 外注費 1,861,403 49.7 2,459,008 44.6

Ⅳ 経費 ※１ 507,928 13.6 235,666 4.3

  当期総製造費用 3,742,442 100.0 5,513,113 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,370 45,691

合計 3,746,812 5,558,805

  期末仕掛品たな卸高 45,691 174,393

  他勘定振替高 ※２ ─ 64,276

  当期売上原価 3,701,120 5,320,134

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

販売用ソフトウェア ─ 64,276

計 ─ 64,276

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 商品原価 359,307 9.6

Ⅱ 労務費 1,373,110 36.7

Ⅲ 外注費 1,861,403 49.7

Ⅳ 経費 ※４ 148,621 4.0

  当期総製造費用 3,742,442 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,370

合計 3,746,812

  期末仕掛品たな卸高 45,691

  他勘定振替高 ─

  当期売上原価 3,701,120



 （訂正後） 

 
（注）※１ 当事業年度における主な内訳は、家賃地代53,704千円、旅費交通費50,274千円、減価償却費46,935千 

   円、賃借料16,698千円となっております。 

  

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※３ 前事業年度まで「経費」に含めて表示しておりました「商品原価」は、金額的に重要性が増しましたの 

   で区分掲記することに変更いたしました。なお、前事業年度における売上原価明細書を当事業年度と同 

   一の区分により記載した場合、下記のとおりとなります。 

 
※４ 主な内訳は、減価償却費37,823千円、家賃地代35,446千円、旅費交通費29,681千円、賃借料15,524千

   円となっております。 

  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 商品原価 ※３ ─ ─ 618,987 13.0

Ⅱ 労務費 1,373,110 36.4 1,465,346 30.7

Ⅲ 外注費 1,861,403 49.3 2,459,008 51.4

Ⅳ 経費 ※１ 539,132 14.3 235,666 4.9

  当期総製造費用 3,773,646 100.0 4,779,008 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,370 45,691

合計 3,778,016 4,824,700

  期末仕掛品たな卸高 45,691 168,725

  他勘定振替高 ※２ ─ 64,276

  当期売上原価 3,732,325 4,591,698

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

販売用ソフトウェア ─ 64,276

計 ─ 64,276

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 商品原価 390,511 10.4

Ⅱ 労務費 1,373,110 36.4

Ⅲ 外注費 1,861,403 49.3

Ⅳ 経費 ※４ 148,621 3.9

  当期総製造費用 3,773,646 100.0

  期首仕掛品たな卸高 4,370

合計 3,778,016

  期末仕掛品たな卸高 45,691

  他勘定振替高 ─

  当期売上原価 3,732,325



  

 （訂正前） 

③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

 （訂正後） 

③ 【利益処分計算書又は損失処理計算書】 

  

 
（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における配当決議は、当社元社員による不正事件の判明により、配当可

能利益がなかったことが明らかになったため無効となりました。そのため、支払われた配当金9,568千円につい

て、平成18年８月11日に株主および当社取締役より全額返還を受けました。 

  

期別及び株主総会承認日
第15期

(平成17年６月29日)
第16期 

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 150,326 218,507

Ⅱ 利益処分額

   １ 配当金 8,777 8,777 9,568 9,568

Ⅲ 次期繰越利益 141,548 208,939

利益処分計算書 損失処理計算書

期別及び株主総会承認日
第15期 

(平成17年６月29日)
期別 第16期

区分
注記 
番号

金額(千円) 区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 119,121 Ⅰ 当期未処理損失 357,572

Ⅱ 利益処分額 Ⅱ 次期繰越損失 357,572

   １ 配当金 8,777 8,777

Ⅲ 次期繰越利益 110,344



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

※１ 会社が発行する株式及
び発行済株式の総数

   １ 会社が発行する株
式総数  

普通株式 68,960株 普通株式 304,800株

   ２ 発行済株式総数 普通株式 19,053株 普通株式 82,328株

※２ 自己株式の保有数 普通株式 1,498株 普通株式 5,784株

 ３ コミットメントライン
契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関５行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント 
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関４行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

第15期
(平成17年３月31日)

第16期 
(平成18年３月31日)

※１ 会社が発行する株式及
び発行済株式の総数

   １ 会社が発行する株
式総数  

普通株式 68,960株 普通株式 304,800株

   ２ 発行済株式総数 普通株式 19,053株 普通株式 82,328株

※２ 自己株式の保有数 普通株式 1,498株 普通株式 5,784株

 ３ コミットメントライン
契約

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関５行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント 
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 800,000千円

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引金融機関４行とコミット

メントライン契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

コミットメント
ラインの総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

※４ 事業取引未決算勘定 ――――  当社元社員による不正事件に関連し

て、仕入先より購入した商品等であ

り、金額を確定するため取引先と交渉

中であることから、未決算勘定として

処理するもので、相手科目は買掛金で

あります。

※５ 資本の欠損 ――――  資本の欠損の額は320,214千円であり

ます。



(損益計算書関係) 

  

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 260,505千円

役員報酬 89,064千円

家賃地代 67,699千円

支払手数料 72,347千円

旅費交通費 52,927千円

法定福利費 32,690千円

賞与引当金繰入 21,231千円

減価償却費 14,751千円

長期前払費用償却 16,933千円

退職給付費用 11,392千円

貸倒引当金繰入 2,950千円

給料手当 301,592千円

役員報酬 114,195千円

家賃地代 60,492千円

支払手数料 94,694千円

旅費交通費 75,469千円

交際費 52,832千円

法定福利費 35,287千円

賞与引当金繰入 22,476千円

減価償却費 17,137千円

長期前払費用償却 17,999千円

退職給付費用 13,936千円

 

 

販売費に属する費用のおおよその割合 46％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 54％

※２         ───  

販売費に属する費用のおおよその割合 37％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 63％

※２ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

受取利息 418千円

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 260,505千円

役員報酬 89,064千円

家賃地代 67,699千円

支払手数料 72,347千円

旅費交通費 52,827千円

法定福利費 32,690千円

賞与引当金繰入 21,231千円

減価償却費 14,751千円

長期前払費用償却 16,933千円

退職給付費用 11,392千円

貸倒引当金繰入 2,950千円

給料手当 301,592千円

役員報酬 114,195千円

家賃地代 60,492千円

支払手数料 94,694千円

旅費交通費 75,017千円

交際費 51,965千円

法定福利費 35,287千円

賞与引当金繰入 22,476千円

減価償却費 17,137千円

長期前払費用償却 17,999千円

退職給付費用 13,936千円

 

 

販売費に属する費用のおおよその割合 46％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 54％

※２         ───  

販売費に属する費用のおおよその割合 37％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 63％

※２ 関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

受取利息 418千円



(税効果会計関係) 

  

 （訂正前） 

 
  

第15期 
(平成17年３月31日)

第16期
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

繰延税金資産

 賞与引当金 34,663千円

 未払事業税 6,874千円

 投資損失引当金 23,142千円

 その他 8,230千円

繰延税金資産小計 72,910千円

評価性引当金 ―千円

繰延税金資産合計 72,910千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 72,910千円

繰延税金資産

 賞与引当金 35,289千円

 未払事業税 7,756千円

 投資損失引当金 7,714千円

 その他有価証券評価差額 10,814千円

 その他 16,316千円

繰延税金資産小計 77,890千円

評価性引当金 △15,338千円

繰延税金資産合計 62,552千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 62,552千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.6％

住民税均等割等 5.4％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.0％
 

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.9％

住民税均等割等 4.1％

評価性引当額 7.9％

法人税特別控除等 △3.2％

その他 △1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.1％



 （訂正後） 

 
  

第15期 
(平成17年３月31日)

第16期
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

繰延税金資産

 賞与引当金 34,663千円

 未払事業税 6,874千円

 投資損失引当金 23,142千円

 売上原価修正 12,669千円

 その他 8,230千円

繰延税金資産小計 85,579千円

評価性引当金 △12,669千円

繰延税金資産合計 72,910千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 72,910千円

繰延税金資産

 貸倒引当金 52,780千円

 賞与引当金 35,289千円

 未払事業税 7,756千円

 投資損失引当金 7,714千円

 その他有価証券評価差額 10,814千円

 売上及び売上原価修正 157,966千円

 その他 18,567千円

繰延税金資産小計 290,890千円

評価性引当金 △290,890千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 ―千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.6％

住民税均等割等 7.3％

評価性引当額の増加 14.4％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 73.1％

  税引前当期純損失を計上しているため記載しており

ません。



(１株当たり情報) 

  

 （訂正前） 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 85,024円41銭 １株当たり純資産額 25,059円75銭

１株当たり当期純利益 3,254円53銭 １株当たり当期純利益 1,074円85銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 3,077円11銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 
 

995円26銭

 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 21,256円10銭

１株当たり当期純利益 813円63銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 769円28銭

第15期
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 54,920千円 76,959千円

普通株主に帰属しない金額 ─千円 ─千円

普通株式にかかる当期純利益 54,920千円 76,959千円

期中平均株式数 16,875株 71,600株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額 ─千円 ─千円

 普通株式増加数 973株 5,726株

（うち新株引受権） (  435株) (    ─株)

（うち新株予約権） (  538株) (  5,726株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権２種類（新株予

約権の数83個及び592個） 

 これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」および「スト

ックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

───



 （訂正後） 

 
(注) １株当たり当期純利益（純損失△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 83,246円89銭 １株当たり純資産額 17,392円33銭

１株当たり当期純利益 1,405円39銭 １株当たり当期純損失 6,535円16銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 1,328円77銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

 

 当社は、平成17年11月18日付で株式１株につき４株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 20,811円72銭

１株当たり当期純利益 351円36銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 332円20銭

第15期
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

当期純利益又は当期純損失（△） 23,715千円 △467,917千円

普通株主に帰属しない金額 ─千円 ─千円

普通株式にかかる当期純利益又は普通株式にか 
かる当期純損失（△）

23,715千円 △467,917千円

期中平均株式数 16,875株 71,600株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額 ─千円 ─千円

 普通株式増加数 973株 ―株

（うち新株引受権） (  435株) (    ─株)

（うち新株予約権） (  538株) (     ―株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権２種類（新株予

約権の数83個及び592個） 

 これらの詳細は、「新株予

約権等の状況」および「スト

ックオプション制度の内容」

に記載のとおりであります。

───



(重要な後発事象) 

  

 （訂正前） 

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

───  当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、株式会社システムシンクの株式を取得する株式譲渡

契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といた

しました。 

 （取締役会決議内容）

（１）株式取得の目的

 株式会社システムシンクが30年間に亘って培ってきた

ソフトウェア受託開発技術を獲得することにより、当社

のOS事業における開発生産性の向上につながると考え、

同社株式を取得することといたしました。

（２）株式会社システムシンクの概要

  ① 事業内容

    アプリケーションソフトウェアの受託開発

    ネットワークシステムの構築

  ② 資本金

    32,000千円

（３）株式取得の時期

   平成18年４月10日

（４）株式取得価額

   108,000千円



 （訂正後） 

 
  

第15期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第16期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

─── （株式取得）

 当社は平成18年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、株式会社システムシンクの株式を取得する株式譲渡

契約を締結し、平成18年４月10日に100％子会社といた

しました。 

 （取締役会決議内容）

（１）株式取得の目的

 株式会社システムシンクが30年間に亘って培ってきた

ソフトウェア受託開発技術を獲得することにより、当社

のOS事業における開発生産性の向上につながると考え、

同社株式を取得することといたしました。

（２）株式会社システムシンクの概要

  ① 事業内容

    アプリケーションソフトウェアの受託開発

    ネットワークシステムの構築

  ② 資本金

    32,000千円

（３）株式取得の時期

   平成18年４月10日

（４）株式取得価額

   108,000千円

（定時株主総会における配当決議） 

 平成18年６月29日開催の定時株主総会における配当決

議は、当社元社員による不正事件の判明により、配当可

能利益がなかったことが明らかになったため無効となり

ました。そのため、支払われた配当金9,568千円につい

て、平成18年８月11日に株主および当社取締役より全額

返還を受けました。

（訴訟事件等）

 当社は平成18年７月26日大阪地方裁判所に、当社元社

員による不正事件に関連する商品の仕入先１社に対し

て、不正事件に関連する仕入取引の無効を主張し、不当

利得返還請求権にもとづく136,056千円の返還請求と

531,074千円の債務が存在しないことを確認する訴訟を

提起いたしました。

 また、当社は当該仕入先より平成18年７月26日および

８月２日に上記仕入取引のうち471,213千円について売

買契約を解除する旨、および、これに伴う損害について

は別途計算の上請求するとの通知を受けました。

 平成18年８月31日現在、当該仕入先からの損害に関す

る請求は行われておらず、また当社が提起した訴訟は審

理前の段階であります。当社としては、本件仕入取引は

無効であり、当社が当該仕入先より損害の請求に応じる

必要はないと考えておりますので、十分な主張を行うこ

とにより適切に対応する所存であります。 



④ 【附属明細表】 

  

【引当金明細表】 

  

 （訂正前） 

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

 （訂正後） 

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 14,875 8,657 ― 14,875 8,657

投資損失引当金 57,000 ― 38,000 ― 19,000

賞与引当金 85,378 86,918 85,378 ― 86,918

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 14,875 138,543 ― 14,875 138,543

投資損失引当金 57,000 ― 38,000 ― 19,000

賞与引当金 85,378 86,918 85,378 ― 86,918



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

  

③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 
  

相手先 金額(千円)

東京女子医科大学病院 1,002,085

シャープシステムプロダクト㈱ 169,314

エニーユーザー㈱ 150,352

㈱Ｂｅｓｔソリューションズ 122,335

㈱データクラフトジャパン 111,638

その他 994,007

合計 2,549,733

相手先 金額(千円)

シャープシステムプロダクト㈱ 169,314

エニーユーザー㈱ 150,352

㈱Ｂｅｓｔソリューションズ 122,335

㈱ノックス 100,050

㈱トヨタコミュニケーションシステム 48,772

その他 812,634

合計 1,403,459



売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況 

  

 （訂正前） 

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含んでおります。 

  

 （訂正後） 

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含んでおります。 

  

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,361,311 6,863,338 5,674,916 2,549,733 69.0 104.0

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,361,311 5,717,064 5,674,916 1,403,459 80.2 88.3



④ 棚卸資産 

商品 

  

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 
  

仕掛品 

  

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 
  

区分 金額(千円)

ソフトウェア等 80,844

パソコン等 660

合計 81,505

区分 金額(千円)

ソフトウェア等 80,844

パソコン等 949

合計 81,793

区分 金額(千円)

ＯＳ事業 42,000

ＳＩ事業 109,551

ＰＢＳ事業 22,841

合計 174,393

区分 金額(千円)

ＯＳ事業 41,634

ＳＩ事業 109,551

ＰＢＳ事業 17,540

合計 168,725



⑤ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 （訂正前） 

 
  

 （訂正後） 

 
  

相手先 金額(千円)

ノックス㈱ 488,218

㈱テリロジー 136,743

ＥＭＣジャパン㈱ 123,948

ティー・ティー・ティー㈱ 88,620

ソフトバンクＢＢ㈱ 34,680

その他 470,602

合計 1,342,811

相手先 金額(千円)

㈱テリロジー 136,743

ＥＭＣジャパン㈱ 123,948

ティー・ティー・ティー㈱ 88,620

ソフトバンクＢＢ㈱ 34,680

エイケア・システムズ㈱ 25,625

その他 445,942

合計 855,559



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年８月31日

ネクストウェア株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクストウェア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の有価証券報

告書の訂正報告書の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ネクストウェア株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

１ 有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社元社員による売上金額等の不

正計上が発見されたため、会社は連結財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の連結財務諸

表について再度監査を行った。この訂正の結果、連結損益計算書に与える主な影響は、売上高が

1,091,689千円減少し、売上原価が728,436千円減少したことなどにより、営業利益が361,934千円減

少し、経常利益が363,253千円減少し、特別損失が130,000千円発生したことなどにより税金等調整前

当期純利益が493,138千円減少し、法人税等調整額が51,738千円増加したことにより、当期純利益は

544,876千円減少している。また、連結貸借対照表に与える主な影響は、受取手形及び売掛金が

1,146,274千円減少し、事業取引未決算勘定が108,984千円増加し、流動資産その他が136,056千円増

加し、貸倒引当金が129,885千円増加し、買掛金が487,252千円減少している。 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  忠  光   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  井  城 太 郎   ㊞



２ 会社は、次の事項を重要な後発事象として記載している。 

（１）会社は平成18年４月10日に株式会社システムシンクの株式を取得し、子会社とした。 

（２）平成18年６月29日開催の定時株主総会における配当決議は、会社元社員による不正事件の判明

により、配当可能利益がなかったことが明らかになったため無効となった。そのため、支払わ

れた配当金9,568千円について、平成18年８月11日に株主および会社取締役より全額返還を受

けた。 

（３）会社は平成18年７月26日大阪地方裁判所に、会社元社員による不正事件に関連する商品の仕入

先１社に対して、不正事件に関連する仕入取引の無効を主張し、不当利得返還請求権にもとづ

く136,056千円の返還請求と531,074千円の債務が存在しないことを確認する訴訟を提起した。

また、会社は当該仕入先より平成18年７月26日および８月２日に、上記仕入取引のうち

471,213千円について売買契約を解除する旨、および、これに伴う損害については別途計算の

上請求するとの通知を受けた。 

平成18年８月31日現在、当該仕入先からの損害に関する請求は行われておらず、また会社が提

起した訴訟は審理前の段階である。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年８月31日

ネクストウェア株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているネクストウェア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第16期事業年度の有価証券

報告書の訂正報告書の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ネクストウェア株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社元社員による売上金額等の不

正計上が発見されたため、会社は財務諸表を訂正している。当監査法人は、訂正後の財務諸表につい

て再度監査を行った。この訂正の結果、損益計算書に与える主な影響は、売上高が1,091,689千円減

少し、売上原価が728,436千円減少したことなどにより、営業利益が361,934千円減少し、経常利益が

363,253千円減少し、特別損失が130,000千円発生したことなどにより税引前当期純利益が493,138千

円減少し、法人税等調整額が51,738千円増加したことにより、当期純利益が544,876千円減少してい

る。また、貸借対照表に与える主な影響は、売掛金が1,146,274千円減少し、未収入金が136,056千円

増加し、事業取引未決算勘定が108,984千円増加し、貸倒引当金が129,885千円増加し、買掛金が

487,252千円減少している。なお、利益処分計算書については損失処理計算書に訂正されている。 

２ 会社は、次の事項を重要な後発事象として記載している。 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  忠  光   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  村  井  城 太 郎   ㊞



（１）会社は平成18年４月10日に株式会社システムシンクの株式を取得し、子会社とした。 

（２）平成18年６月29日開催の定時株主総会における配当決議は、会社元社員による不正事件の判明

により、配当可能利益がなかったことが明らかになったため無効となった。そのため、支払わ

れた配当金9,568千円について、平成18年８月11日に株主および会社取締役より全額返還を受

けた。 

（３）会社は平成18年７月26日大阪地方裁判所に、会社元社員による不正事件に関連する商品の仕入

先１社に対して、不正事件に関連する仕入取引の無効を主張し、不当利得返還請求権にもとづ

く136,056千円の返還請求と531,074千円の債務が存在しないことを確認する訴訟を提起した。

また、会社は当該仕入先より平成18年７月26日および８月２日に、上記仕入取引のうち

471,213千円について売買契約を解除する旨、および、これに伴う損害については別途計算の

上請求するとの通知を受けた。 

平成18年８月31日現在、当該仕入先からの損害に関する請求は行われておらず、また会社が提

起した訴訟は審理前の段階である。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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